
1. パイプライン用水路整備による

夏季灌漑水温の上昇抑制効果

坂田 賢・友正 達美・吉村亜希子

大塚 直輝・倉田 進

近年，夏季の高温による玄米品質の低下（高温登熟障害）が

問題となっている。本研究では，パイプライン用水路は低温か

つ温度変化の少ない用水を圃場に供給できる機能を有し，品質

向上に寄与することを検証した。パイプライン用水路の水温

は，起点となる河川取水口とほとんど同じで標準偏差も小さい

ことが示された。一方，河川取水口やパイプライン用水路と比

較して，開水路の水温は総じて高く，標準偏差も大きくなった。

玄米外観品質に及ぼす影響は，パイプライン用水路が未整備の

集落では気温の上昇により1等米比率が低下するのに対し，整

備済みの集落では気温によらず1等米比率が高くなり，温度の

低い用水が供給されたことが要因と考えられる。

（水土の知82-8，pp.3〜6，2014）
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2. 水田への疎水材暗渠の整備による

温室効果ガス排出抑制の効果

塚本 康貴・北川 巌

水田への暗渠整備による排水改良がメタン排出へ与える影響

を明らかにするため，疎水材暗渠が整備された北海道月形町の

水田圃場内において，暗渠埋設位置からの距離とメタン排出

量，土壌の還元程度との関係について調査を行った。メタンフ

ラックスは暗渠から4m離れた渠間の地点に比べ，暗渠直上お

よび近傍の 1m 地点でおおむね低く推移した。暗渠直上近傍

では，暗渠から4m離れた地点に比べて作土や耕盤の土壌還元

が弱く，透水性が高かったことから，暗渠近傍の透水性が高ま

ることで作土や耕盤の土壌還元が弱まり，メタン発生量が低下

したと考える。暗渠整備圃場のメタン発生量は，暗渠未整備圃

場と比較すると 2011 年に 50.6％，2012 年に 31.7％と明らか

に減少しており，疎水材暗渠の整備は水田からのメタン発生を

大幅に削減できると結論した。

（水土の知82-8，pp.7〜10，2014）
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今世紀最大の環境問題として地球温暖化対策が叫ばれ，その有効な対策の1 つとして二酸化炭素の排出削減を目的に再

生可能エネルギーの活用を図るなどの地球規模での取組みが進められている中，農業農村整備事業においても，小水力発

電，太陽光発電，風力発電およびバイオマスなどの再生可能エネルギーの活用，土層改良などによる温室効果ガス対策，農

地の気候緩和機能の活用など，多様な地球温暖化対策が進められています。

また，東日本大震災を契機に，原子力発電の代替エネルギーとして再生可能エネルギーが注目され，平成24 年 6 月には

「電気事業者等による再生エネルギー電気の調達に関する特別措置法」が施行されるなど，今後，さらなる地球温暖化対策が

求められており，農業農村整備事業においても，幅広い視点から地球温暖化対策へ貢献することが期待されています。

一方，戦後整備された農業水利施設については，耐用年数を超過した施設が年々増加し老朽化が進行しているため，施設

の改修などに係る維持管理費の負担が増大しており，将来にわたり農業水利施設を維持し農業の生産性を確保していくため

にも，地球温暖化対策と合わせた維持管理費の有効な負担軽減策が求められています。

さらに，農業農村全体としてエネルギー収支を向上させることが期待されており，施設の改修などにより農業水利施設の

利用に係る長期的なエネルギーコストを削減する取組みや，施設の改修などに限らず，多様な視点から農業農村全体のエネ

ルギー使用量を削減する取組みなどが求められています。

このため，地球温暖化対策と合わせた維持管理費の有効な負担軽減策や農業農村全体のエネルギー収支を向上させる多様

な取組みなど，農業農村整備事業の幅広い視点から地球温暖化対策に貢献している取組みについて，現状報告なども含め，

近年の調査研究や取組みの現状に関する報文を広く紹介します。

特集の趣旨

小特集 農農業農村整備事業における気候変動への対応および貢献
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3. 土地改良事業における温室効果ガスの算定手法について

橋本 潤二・小川 聡子

環境影響評価法の対象施設であるダム，堰，干拓については，

一定規模以上の施設を建設する際，同法で定めた手続きに沿っ

て環境影響評価を行う必要があるが，平成23 年 4 月の法改正

に伴い，事業計画段階において位置，規模等複数の計画案によ

り，環境に与える影響について調査する手続きが加わった。本

報では，改正法の手続きに定められた評価項目の1つである温

室効果ガスについて，土地改良事業の計画段階で把握可能な基

礎的な諸元から，主要施設ごとに，建設・供用・廃棄の各段階

における温室効果ガス排出・削減量およびストックマネジメン

トによる補修・補強の代表的な工法の温室効果ガス排出量を簡

易に算定する手法について報告する。

（水土の知82-8，pp.11〜14，2014）
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排出量算定手法，地球温暖化防止，原単位

4. 途上国の農村開発における地球温暖化対策の有効性

泉 太郎・田港 朝彦・松原 英治

国際農林水産業研究センターは，途上国において，地域資源

の有効活用を通じた，温室効果ガスの排出削減（または吸収増

加）および生計向上に資する農村開発モデルを確立するための

実証的な調査・研究を行っている。ベトナム・メコンデルタで

は，①カントー市において，豚のふん尿を嫌気的に発酵させる

ことで発生するバイオガスで，調理用の燃料を代替することに

よる温室効果ガスの排出削減，②アンジャン省において，水田

の水管理の改善（節水灌漑の導入）を通じた温室効果ガスの排

出削減という2つのテーマに取り組んでいる。本報では，これ

までに得られた成果をもとに，途上国の農村開発における地球

温暖化対策の有効性について述べる。

（水土の知82-8，pp.15〜18，2014）

温室効果ガス，排出削減，ベトナム，地域資源，バイオガ

ス，水田，水管理の改善

5. 暗渠整備による炭素貯留技術の温暖化緩和ポテンシャル

北川 巌・塚本 康貴・親富祖 明

儀間 靖・山口 悟

地球温暖化緩和策となる有機質疎水材を用いた暗渠による農

地下層への炭素貯留技術について評価した。整備後 11 年経過

までの木材チップともみ殻暗渠の炭素残存量から15 年経過時

の炭素残存量を推定した。また，有機質疎水材暗渠の整備時に

排出されるCO2排出量を算定した。これらから，有機質疎水材

暗渠による炭素貯留量は，暗渠の耐用年数を 15 年とした場合

に耐久性の高い木材チップで 6.7 t-CO2/ha が見込めた。もみ

殻では炭素貯留効果が見込めず，資材の選択が重要であった。

炭素残存率は，もみ殻＜バーク堆肥＜木材チップ＜木炭で，南

北の地域差が大きい。日本の暗渠整備による 15 年経過時の炭

素貯留量はもみ殻 4 千 t-CO2，木材チップ 22 万 t-CO2と試算

された。 （水土の知82-8，pp.19〜22，2014）

地球温暖化緩和策，炭素貯留，暗渠疎水材，有機物，農地
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（報文）

流水客土の歴史と事業の実績

広瀬 慎一

用水路に泥水を流下させて農地を改良する流水客土の技術は

有史以来のものである。東日本大震災で大規模な農地復旧工法

が検討される今日，流水客土について国内外の事績を概括し，

特に富山県の成功事例に焦点を当てる。富山県の水田は多くが

扇状地に展開し，砂質浅耕土で日減水深は数十mmと大きい。

灌漑取水温も 8 月平均 13〜20℃ときわめて低く低収量であっ

た。そこで扇頂部近くの採土地で粘性土を微粒化し，急勾配農

業用水路網を流下させて厚さ 15〜50mmの客土を行った。富

山県では 5 流域の 13,648 ha で実施され，減水深が 20〜50％

抑制され，田面水温が1℃以上上昇し，米の収量が11〜45％増

産した。北海道の泥炭地および勾配の緩い内地の扇状地6地区

ではポンプと送泥管の組合せによるポンプ送泥客土が 6 流域

の7,630 ha で実施された。

（水土の知82-8，pp.23〜26，2014）

流水客土，ポンプ送泥客土，冷水温，扇状地，客土効果，

秋落ち

（報文）

エチオピアで水利施設へライニング材を使う際の課題

成岡 道男・丹治 肇・中矢 哲郎

桐 博英・安瀬地一作

本報では，エチオピアでの水利施設へライニング材を使った

建設事例をもとに，ライニング材に生じた問題と農民や水利組

合による維持・管理について検討した。そして，事例で得られ

た経験から，水利施設へライニング材を使う際の課題について

考察した。その結果，エチオピアで水利施設にライニング材を

使う際には，現地の営農環境では大型動物の侵入を前提にする

こと，技術レベルの低い農民にも維持・管理できる構造が必要

なこと，維持・管理のための簡単なルール作りや補助教材の整

備が必要なことが示唆された。

（水土の知82-8，pp.27〜31，2014）

アフリカ，エチオピア，水利施設，ジオメンブレン，ライ

ニング水路，技術改善，維持・管理

（技術リポート：北海道支部）

塩害により劣化したコンクリートの機能診断事例

金谷 雅宏・梶 雅之

潮見幹線排水路は，国営更岸土地改良事業（昭和 49〜59 年

度）の基幹排水路である。この幹線排水路の最下流部では，河

口閉塞防止のため延長186m の開渠工が昭和51〜53 年度に建

設された。この開渠工は，海に突出した構造となっていて，日

本海特有の西風による波浪など過酷な海象条件と塩害によるコ

ンクリート劣化が著しく進行しており，排水機能の安全性が低

下している状況にある。このため，開渠工の改修に向けての機

能診断と対策方針について事例を紹介する。

（水土の知82-8，pp.32〜33，2014）
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（技術リポート：東北支部）

池底放射線濃度の面的測定技術確立に向けて

佐瀬 隆聡

福島県内では約3,700 カ所のため池があり，原子力発電所事

故以来その汚染状況が懸念されている。現在，ため池の放射性

セシウムを評価するに当たり，点的サンプリングにより判断を

行っているが，ため池では水の移動とともに放射性セシウムの

移動も確認されており，継続的に点的サンプリングを実施して

も，ため池底の放射性セシウムが増加傾向にあるのか，減少傾

向にあるのか把握できない状況にある。そこで，日本原子力研

究開発機構が開発した水底堆積物中の放射性物質濃度を測定す

る手法（in-situ 測定法）を用いて，ため池底質の放射線量を面

的に把握するとともに，効率的かつ経済的に行う測定方法の確

立を目指し，福島県内のため池で放射性セシウムの分布状況を

測定した内容について報告する。

（水土の知82-8，pp.34〜35，2014）
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（技術リポート：関東支部）

畑地灌漑施設における河床式無動力除塵機取水システムの導入

松澤 真一・片桐 一也・谷本 直樹

高原野菜地帯の畑地灌漑施設では，①長時間の農作業を伴う

ため，渓流取水工の清掃管理の負担が大きい，②細かな枝葉の

進入が原因となり，管路やスプリンクラの閉塞がたびたび発生

している，などの課題があった。そのため，農家からは維持管

理の負担が少なく除塵効果の高い取水工が要望されている。本

報では「河床式無動力除塵機取水システム」という新しい取水

方式を導入した事例を紹介する。この取水方式の供用開始後の

調査では，維持管理労力の軽減と高い除塵効果が確認された。

その一方で，洪水時の管理などの課題も明らかとなった。

（水土の知82-8，pp.36〜37，2014）

頭首工，畑地灌漑，渓流取水工，維持管理，河床式除塵機，

高原野菜

（技術リポート：京都支部）

庄川扇状地における浸透型洪水調整池

酢谷 岳・高多 康弘

富山県の庄川扇状地の庄川左岸地区では，近年増加する局地

的な豪雨による内水氾濫の被害を受け，減災・防災対策の一環

として洪水調整池を構築している。これまで5カ所の洪水調整

池が供用を開始し，加えて国営附帯県営農地防災事業にて6カ

所の洪水調整池の造成計画が進展している。これらの洪水調整

池はいずれも庄川扇状地の高透水性地盤を利用し，調整池底面

を自然排水システムとした浸透型の調整池である。池底面には

砂フィルターを設け，洪水濁水中の土粒子をトラップすること

で原地盤への土粒子の侵入を防止する構造とした。濁水中の土

粒子が砂フィルター表層に堆積することによる浸透機能低下が

懸念されたことから，洪水負荷実験を行い，その浸透機能の検

証を行った。

（水土の知82-8，pp.38〜39，2014）

減災・防災，洪水調整池，不飽和浸透，浸透挙動，目詰ま

り

（技術リポート：中国四国支部）

一般農道「財田地区」における静的破砕剤工法の施工事例

川西 幸浩・安藤 光・福田 理尊

一般農道「財田地区」は，香川県三豊市財田町の北部に位置

し，農産物の集出荷を効率的に行うことを目的に平成 10 年度

に着手し，23 年度に完了した。平成21 年度に施工した工事に

おいて，山林切土部に岩盤の存在が判明したが，隣接する山林

に陶芸家の窯場があることから，振動や衝撃などにより窯場に

影響のない工法での施工が必要であった。本報では，農道の岩

盤掘削工事において実施した，振動や衝撃などの少ない「静的

破砕剤工法」についての事例を紹介する。

（水土の知82-8，pp.40〜41，2014）

農道，静的破砕剤工法，岩盤掘削，施工事例，実証実験

（技術リポート：九州沖縄支部）

石垣島地区におけるダクタイル管路の機能保全計画

仲間 雄一・寺島 明央・山根 洋子

国営かんがい排水事業「石垣島地区」では，既設ダクタイル

管路（ϕ200〜500mm）約55 kmの改修を行う計画である。本

地区は腐食性の大きい埋設環境にあることから，外面腐食によ

る漏水が今後の主要な劣化要因となることが予測される。その

ため，路線の重要度や立地条件・事故発生確率の大きさをもと

に，優先順位の高いものから対策を行う必要がある。本報で

は，管腐食度調査をもとに全路線について計画を策定するた

め，埋設位置の土壌統から管路のグループ分けを行い，土壌統

ごとの埋設環境による腐食深さの予測モデルから事故発生まで

の残り年数を予測し，路線の重要度および事故発生確率に基づ

くリスク評価によって，対策の優先度を決定した事例を紹介す

る。

（水土の知82-8，pp.42〜43，2014）

石垣島地区，ダクタイル管，機能保全計画，外面腐食，腐

食速度，予測モデル，土壌統
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公益社団法人 農業農村工学会は下記協会に複写に関する権利委託をしていますので，本誌に掲載された著作物を複写したい

方は，同協会より許諾を受けて複写して下さい。ただし公益社団法人 日本複写権センター（同協会より権利を再委託）と包括

複写許諾契約を締結されている企業等法人の社内利用目的の複写はその必要はありません(社外領布用の複写は許諾が必要です)｡

権利委託先：一般社団法人 学術著作権協会

〒107-0052 東京都港区赤坂 9-6-41 乃木坂ビル

FAX(03)3475-5619 E-mail：info@jaacc.jp

なお，著作物の転載・翻訳のような，複写以外の許諾は，同協会に委託していませんので，直接当学会へご連絡下さい（連絡先

は巻末の奥付をご覧下さい）。


